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市有財産先着申込順売払案内書 

 

令和７年１２月   

北   斗   市   

次のとおり、市有財産を先着申込順により売却する。 

参加を希望する者は、法令、北斗市の条例、規則に定めるもののほか、この案内書により実

施するので、内容を熟知の上、申し込みすること。  

１ 売却物件 

番号 所在地 種別 地目 面積 売払価格 

１ 
久根別二丁目 

７番４４ 
土地 宅地 297.53㎡ 7,816,262円 

２ 
久根別二丁目 

７番２５ 外１筆 
土地 

宅地・公衆用

道路 
331.20㎡ 8,247,518円 

 

※ 売払物件の詳細は、物件調書を参照のこと。 

 

２ 申込資格 

次の事項に該当するものは、申し込みすることができない。 

（１）契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

（２）次のいずれかに該当すると認められる者で、その事実を北斗市において認めたときから

３年を経過しない者 

ア 市との契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若

しくは数量に関して不正の行為をした者 

イ 市の行う競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格

の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

ウ 市の行う競争入札の落札者が契約を締結すること又は市との契約者が契約を履行す

ることを妨げた者 

エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第１項の規定による監督又は

検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなくて市との契約を履行しなかった者 

カ アからオまでの規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約

の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者 
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（３）北斗市が行う調達契約等からの暴力団排除に関する要綱（平成２３年北斗市訓令第３

号）第３条第１項に規定する入札等排除措置に該当する者 

（４）北斗市の市税等を滞納している者 

 

３ 申込方法 

買受申込み希望者は、北斗市市有財産売却入札等取扱要綱及び市有財産先着申込順売払案

内書に定める必要書類を提出しなければならない。受付期間、場所及び方法は次のとおりと

する。  

（１）受付期間 

令和７年１２月４日（木）から 

ただし、土曜日及び日曜日を除く。 

受付時間：午前８時３０分から１７時００分まで 

（２）受付場所 

北斗市中央１丁目３番１０号 北斗市役所総務部財政課財政係 

持参にて提出すること。 

（３）提出書類 

  ① 個人の場合 

ア 市有財産買受申込書（様式第５号） 

イ 宣誓書 

ウ 身分証明書の写し 

エ 住民票の写し 

オ 印鑑登録証明書 

カ 納税証明書（居住市区町村の税分） 

  ② 法人の場合 

ア 市有財産買受申込書（様式第５号） 

イ 宣誓書 

ウ 登記事項全部証明書（履歴事項又は現在事項のいずれか） 

    エ 印鑑証明書 

オ 納税証明書（居住市区町村の税分） 

（４）審査結果の通知 

   提出された買受申込書及び添付書類を審査の上、適正であるときは、買受申込書の写

しを交付する。 
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４ 買い受け申し込みに関する注意事項等 

（１）現地説明会は行わないので、希望者は必ず事前に現地を確認すること。また、物件に

係る諸規制、その他必要な事項を調査の上、参加すること。 

（２）売払物件は、物件調書に特段の記載がない限り、現状有姿での引渡しとする。なお、

物件調書の記載事項が現状と異なる場合は原状が優先する。  

  ア 物件の敷地内にフェンス、塀、柵等の工作物が設置されている場合には、これらの

工作物の補修、改修、撤去、再築造及びその費用負担等について、北斗市は関与しな

い。 

  イ 物件の敷地内に擁壁、直壁等が築造されている場合には、経年劣化による影響につ

いては確認していない。これらの構造物の補修、改修、撤去、再築造及びその費用負

担等について、北斗市は関与しない。 

  ウ 物件に上下水道設備が布設されている場合には、経年劣化による影響等については

確認していない。これらの布設設備の補修、改修、撤去、再築造及びその費用負担等

について、北斗市は関与しない。 

エ 工作物等の越境物の処理については、北斗市は関与しないので、相隣関係者間で協

議すること。また、契約後に越境関係が判明した場合も同様とする。 

オ 物件敷地内又は隣接地等に電柱、電線、ケーブル、ゴミ置き場、道路設置物及び道

路標識等がある場合には、移設及び撤去の可否等の取扱いについては北斗市は関与し

ない。 

カ 物件の敷地内に、樹木、切り株及び雑草がある場合には、剪定、除去及び伐採等の

費用負担について、北斗市は関与しない。ゴミ、ガラ及び砕石等の除去についても同

様とする。 

キ 地盤に関する調査は行っていない。 

ク 売買契約締結後に、売払物件に数量の増減又は隠れた瑕疵を発見しても、契約の解

除、売買金額の変更、損害賠償の請求をすることはできない。  

（３）売却物件は、売買契約締結後１０年間、北斗市暴力団排除条例第２条第１号に規定す

る暴力団の事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されること

を知りながら、第三者に譲渡し、若しくは地上権、賃借権その他の使用及び収益を目的

とする権利の設定をしてはならないという用途制限を付する。 
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５ 購入者の決定方法 

（１）本案内書に示した条件を満たした方で、適正な買受申込書を提出し、市に受理された

方を購入者と決定し通知する。 

（２）同日に買受申込書を提出した者が複数いるときは、くじにより順位を決定し、第１順

位の者を契約予定者とする。この場合当該買受申込希望者は、くじ引きを辞退すること

ができない。なお、契約予定者との契約が成立しなかった場合は、第２順位の者を契約

予定者とし、以下同様とする。 

（３）抽選を行う日時及び場所については、後日通知する。 

（４）買受希望者が代理人をもって参加する場合は、委任状（様式第７号）提出しなければ

ならない。 

（５）申込者本人またはその代理人が抽選に参加できない場合は、当該売払いに関する事務

に関与しない職員により、代理で抽選を行う。 

 

６ 契約の締結  

売買契約の締結は、購入者の決定日から７日以内に契約を締結する。 

 

７ 契約保証金  

（１）契約保証金の額は、契約金額の１００分の１０（円未満の端数は切り上げ）に相当する

額以上とする。  

（２）契約保証金は、売買代金の納付後に還付する。なお、購入者は契約保証金の全部又は一

部を売買代金に充当することができるものとする。 

（３）期限までに売買代金の納付が行われなかった場合は、契約を解除し、契約保証金は北斗

市に帰属する。  

（４）契約保証金には利子を付さない。 

 

８ 売買代金の支払 

売買代金は、契約締結日から起算して３０日以内の売買契約書による指定期日までに、北斗

市が発行する納入通知書等により支払うこと。なお、売買代金の分割納入はできない。 

 

９ 所有権の移転等  

（１）売払物件の所有権は、購入者が売買代金の支払いを完了した時点において移転するもの

とし、現状のまま引渡すものとする。 

（２）所有権移転登記は、前項の引渡し後、速やかに北斗市が実施する。なお、売買契約書に

貼付する収入印紙及び所有権移転登記に必要な登録免許税等、本契約の締結及び履行に関
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して必要な一切の費用は購入者の負担とする。  

 

１０ 購入者の譲渡制限  

購入物件の所有権移転登記前に、購入物件に係る一切の権利義務を第三者に譲渡することを

禁じる。 

 

１１ 公租公課等  

購入物件に係る売買代金完納後の公租公課等は、購入者の負担とする。  
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様式第５号（第２７条関係） 

 

市有財産買受申込書 
 

令和  年  月  日  

 北斗市長 池田 達雄 様 

 

申込者  〒 

住 所(所在地) 

 

                       

氏 名(法人名及び代表者名) 

 

                    ㊞  

 

電話番号                   

 

 北斗市市有財産売却入札等取扱要綱第２７条の規定により、次の市有財産の買受を申込みし

ます。 

 

記 

 

１ 買受を希望する売却物件 

物件番号 所 在 地 種 別 参加希望 

１ 久根別二丁目７番４４ 土地  

２ 久根別二丁目７番２５ 外１筆 土地      

 

２ 添付書類 

（１）宣誓書 

（２）身分証明書の写し（個人の場合のみ） 

（３）住民票の写し（法人の場合は登記事項証明書） 

（４）印鑑登録証明書 

（５）納税証明書（北斗市又は住所地市区町村） 

 

受 付 印 受付番号 
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様式第６号（第２７条関係） 

 

宣   誓   書 
 

 

 私は、令和  年  月  日実施の市有財産売却にかかる一般競争入札において落札者の

いなかった物件の買受申込みに当り、次の事項を宣誓します。 

 

１ 北斗市市有財産売却入札等取扱要綱第３１条により準用する第３条に規定する入札参加

資格を有しない者に該当しません。 

 

２ 申込に際し、北斗市市有財産売却入札等取扱要綱のほか、実施要領及び申込案内書の物件

調書、市有財産売買契約書の各条項及び売却物件の法令上の規制をすべて承知の上で参加し

ます。 

 

３ 買い受けた物件の活用に当っては、法令上の規制を遵守します。 

 

 

令和  年  月  日   

 

 北斗市長 池 田 達 雄  様 

 

 

住 所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

                                         

氏 名（法人にあっては名称及び代表者名） 

 

                                      ㊞  

 

 

          ＜共有名義の場合＞ 

 

共有者の住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

                                         

共有者の氏名（法人にあっては名称及び代表者名） 

 

                                      ㊞  

 

 



 ８ 

様式第７号（第２８条関係） 

 

委  任  状 
 

 

令和  年  月  日  

 

 

北斗市長 池 田 達 雄  様  

 

 

 私は、令和  年  月  日実施の市有地売却にかかる一般競争入札において落札者のな

かった物件の買受申込に当り、下記のとおり代理人に権限を委任します。 

 

買受申込者  住 所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

                                         

             氏 名（法人にあっては名称及び代表者名） 

 

                                      ㊞  

 

記 

 

１ 委任する権限 

 

   市有財産（   号物件）の買受申込みに関する一切の権限 

 

２ 代理人 

  住 所                         

 

                              

  氏 名 

 

                              

 

 

（注）１ 委任状は買受しようとする物件ごとに必要です。 
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市 有 財 産 売 買 契 約 書（案） 
 

北斗市（以下「甲」という。）と ○○○○（以下「乙」という。）とは、次の条項により市

有財産の売買契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（売買物件） 

第２条 甲は、次に掲げる市有財産（以下「売買物件」という。）を現状有姿のまま乙に売り

渡し、乙は、これを買い受けるものとする。 

（土地） 

所在地 地 目 地  積 

                                 ㎡ 

 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金          円とする。 

（売買代金の納入等） 

第４条 乙は、売買代金を甲の発行する納入通知書により令和  年  月  日までに甲の

指定する場所において、一括して納入しなければならない。 

２ 乙は、売買代金の支払を遅延したときは、期限の翌日から納入の日まで売買代金に対し年

１０．７５パーセントの延滞違約金を納入しなければならない。 

（契約保証金） 

第５条 乙は、本契約締結前に契約保証金として売買代金の１００分の１０以上に相当する金

額を甲に納付しなければならない。 

２ 甲は、乙が前条に定める義務を履行したときは、前項の契約保証金を還付する。 

３ 乙は、第１項の契約保証金を売買代金の全部又は一部に充当することができるものとする。 

４ 第１項の契約保証金には利息を付さない。 

５ 乙が前条に定める義務を履行しないときは、第１項の契約保証金は、甲に帰属する。 

 （所有権の移転） 

第６条 売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したとき、乙に移転する。 

 （売買物件の引渡し） 

第７条 売買物件は、前条の規定により所有権が移転したときに、甲から乙に引渡しがあった

ものとする。 

 （所有権の移転登記） 

第８条 売買代金の納入後、甲は乙に対し、所有権移転登記をする。この場合、登記に要する
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費用は乙の負担とする。 

 （危険負担） 

第９条 乙は、本契約締結後、売買物件の引渡しの日までにおいて、甲の責めに帰することの

できない理由により、売買物件に滅失、き損等の損害を生じたときは、その損害は、乙が負

担するものとする。 

 （契約不適合責任） 

第１０条 乙は、本契約締結後、売買物件に種類、品質、数量に関して本契約の内容に適合し

ない状態があることを発見しても、売買代金の減免請求若しくは損害賠償の請求または契約

の解除をすることができないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が消費者契約法(平成１２年法律第６１号)第２条第１項に定

める消費者に該当する場合は、売買代金の減免請求若しくは損害賠償の請求又は契約の解除

について、引渡しの日から２年以内に甲に対して協議を申し出ることができるものとし、甲

は協議に応じるものとする。 

 （用途の制限等） 

第１１条 乙は、本契約締結後１０年間、売買物件を北斗市暴力団排除条例(平成２５年北斗

市条例第１号)第２条第１号に規定する暴力団の事務所その他これに類するものの用に供し、

又はこれらの用に供されることを知りながら、土地を第三者に譲渡し、若しくは土地につい

て地上権、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

 （実地調査等） 

第１２条 甲は、前条に定める用途の制限等に関し、甲が必要と認めるときは、実地調査し、

又は乙に対して所要の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、正当な理由がなくて前項に定める調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報告若

しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（契約の解除） 

第１３条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、自らの責めに帰するべき事由

によるものであると否とにかかわらず、催告を要せず、直ちにこの契約を解除することがで

きるものとする。 

 （返還金等） 

第１４条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。

ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、解除権を行使したときは、乙が負担した契約の費用は返還しない。 

３ 甲は、解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有益費その他一切の費

用は返還しない。 

 （違約金） 
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第１５条 乙は、甲が解除権を行使したときは、契約締結時から売買物件の返還の時までの賃

貸料相当額に売買代金の１０分の１の額を加えた違約金を甲に支払うものとする。 

 （返還金の相殺） 

第１６条 甲は、第１４条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、前条に定め

る違約金及び次条第２項に定める乙が負担すべき原状回復に要した費用を甲に支払うべき

義務がある場合は、返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。 

 （乙の原状回復義務） 

第１７条 乙は、甲が第１３条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日まで

に売買物件を原状に復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物権を現状に回復さ

せることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 前項の規定により甲が指定した期日までに、乙が原状回復を履行しないときは、甲が代わ

ってこれを行い、その費用は、乙が負担しなければならない。 

 （契約の費用） 

第１８条 本契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。 

 （法令等の規制の遵守） 

第１９条 乙は、売買物件にかかる法令等の規制を熟知の上、この契約を締結したものである

ことを確認し、売買物件を利用するに当っては、当該法令等を遵守するものとする。 

 （裁判管轄） 

第２０条 この契約に関する訴訟は、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所

とする。 

 （疑義の決定） 

第２１条 この契約について疑義が生じたときは、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

 この契約を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 令和  年  月  日 

 

甲  北斗市 

 

                        北斗市長 池 田  達 雄  ㊞ 

 

乙  住所 

 

                        氏名   ○ ○ ○ ○    ㊞ 


